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表 2 減農薬に対する意向: は じ め に

新たな実用的減農薬栽培技術として IPM(Integrated

Pest Manttement)が 期待されているが,生産現場への

導入例は多くない。普及の障害となっている問題点につい

て,総合的な視点からの分析が必要とされている1ヽ そこ

で,プロッコリーの根こぶ病に対する生物的防除法 (こ こ

では「おとり作物」としての葉ダイコンによる菌密度低下

効果)を活用した IPMについてフイージビリティスタディ

を実施し,収益性の高い実践技術として技術的,社会科学

的な視点から技術導入の問題点を整理して,その普及可能

性について考察した。

2調 査 方 法

技術研究者の協力を得て調査様式を新たに設計し'),プ

リテストを繰り返し,福島県自河農協管内の農家を対象に

アンケート調査を実施した (20∞年12月 ,200戸配布,回

収36戸 )。 調査項目の構成は,農家の特徴を示すフェイス

シートに続いて,①主要病害虫の確認,②防除暦に対する

農家の評価,③減農薬栽培意向,④病害虫に関する知識 レ

ベル,⑤IPMの実施可能性等とした。

3 調査結果及び考察

0)結果の概要
1)プロッコリー栽培の主要病害虫は,①病害では根こ
ぶ病,軟腐病である。また②害虫ではヨナガ,ア オムンで

ある。調査結果から根こぶ病は一部の農家では大きな被害

が発生しているが,産地の崩壊をもたらすほど深刻ではな

ヽヽ。

2)慣行の防除暦に対する評価は高く (合計80%),農
家は現行の防除技術に,ほば満足している現状にある (表

1)。

3)減農薬栽培への取り組み意向 (表 2)に関して農家
は無農薬栽培への潜在的な意向は約41%と大きいが.具体

的行動として農薬散布量を減らす行動が明確である農家は

約15%と 多くはないが,合計では約56%に達する。

4)IPMを実施するには病害虫に関する知識が不可欠
であるが,病気よりは害虫の方が若干高いものの約22%の

農家で名前等の知識が不十分であると自覚している (表 3,

表 4)。 そのためか,薬剤が天敵に与える影響についての

表4 病気の種類・名前

表6 農薬散布決定

知識も十分とは言えない (表 5)。

5)農薬散布態度については (表 6),「 とにかく駆除が
優先」とする回答が74%と 多く,自分では病害虫防除に最

適な散布時期が分からないとする回答も26%あ った。

6)IPMに関する意向 (表 7)では,「有効な技術があ
れば取り組みたい」70%,「取り組むつもりなし」30%で

表 3 害虫の種類 。名前

ほとんど既 重要なもの 分からない

ものがある

表 5 殺虫剤への天敵への影響

表 1 防除暦の評価
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表 7 1PMの評価

ある。しかし,70%の うち57%の農家は十分な知識がない

が「有効な技術があれば取り組む」としている。

佗)考察
1)lPMは本来は複数の病害虫が対象であるため,ア
ンケート調査による主要病害虫の選定は,生産現場におけ

る病害虫対策ニーズの優先順位を示す指標として有効と考

えられた。しかし,被害程度に関する基準が必ずしも明確

でないため普及機関の認識とは必ずしも一致せず,こ れを

解消するための改善策の検討が必要と考えられた。

2)IPM技術の導入には発生予察精度を向上するため
モニタリングの実施など追加的な条件整備が必要である。

さらにスルフルアァミド剤の効果が有効で,プロッコリー

の根こぶ病に対するIPMは技術面から導入するインセン

ティプは大きくない。

ただし,連用により薬剤の効果が期待できなくなった場

合には,菌密度低減効果が確認されている「おとり作物」

が,唯一の防除手段となる可能性がある。

3) 「おとり作物」である葉ダイコン栽培の導入に伴う
作業時間,種代などは大きな障害とはならない。しかし,

現地ではプロッコリーは春夏の年 2作栽培されており,気

象条件から栽培期間が制約され「おとり作物J導入は2作

目 (夏作型)の農業収入放棄が前提となるため,収益面か

ら2作農家への導入の有利性は考えられない。

ただし,岩手県西根町などにおいてはプロッコリーの

「おとり作物Jと してのエン麦が利用されている例もあり,

寒冷地において 1年 1作地帯であれば収益低下は発生せず,

導入の可能性はある。

4)IPM理論によると防除に関する農家の意志決定は,
経済的被害許容水準 (EIL)の設定が前提とする防除費用

と防除効果の比較による菌密度が基準とされている。しか

し,調査結果では「とりあえず駆除」とする予防的防除が

ほとんどで,こ の要因解明によりIPMに対する農家の防
除意識の変更が可能か検討できる。

5)技術の活用のためには支援体制の整備が前提となる。
IPMは予防的な散布を回避するため情報集約的技術の性

格が強いので,地域のモニタリングシステム,病害虫の発

生予測システムを活用し,情報提供できる組織作りと, こ

れを支える農家,関係機関の病害虫防に関する情報 リテラ

シーを高める必要性が指摘される。さらに,減農薬農産物

としての有利販売を実現できる農協等の販売組織の支援も

不可欠となる。

6)こ れまでの技術研究の成果から松こぶ病については
Ph矯正や土壌水分調整など複数の防除手段の組み合わせ

の有効性が明らかにされており,現場への導入にtま これら

の総合的な技術体系の確立が求められている。

4 ま  と  め

(D IPMへの期待は大きいが,研究対象地におけるプ
ロッコリー農家では減農薬栽培への取り組み意向は強くは

なく,防除意識も含め導入には障害が多い現状が明らかと

なった。IPMを実用技術として採用するためには,防除
基準の設定,イ ンセンティプの明確化等の多面的な解明が

必要と思われる。

12)減農薬栽培に関する潜在的要望は確認されているの

で,減農薬栽培技術の開発と病害虫および IPMに関する

情報提供,支援組織の機能強化が望まれる。農家,農協 ,

普及センター,試験研究機関等を構成員とする「IPM研

究会Jを設立し,現地における問題点の摘出と対応策等に
ついて継続的に検討する必要がある。

3)IPM技術を代替技術として捉えるならば説得力の
ある評価基準の提示が重要で,技術転換コストを上回る利

益が獲得できる根拠を示すデータ提供が必要と考えられる。

そのためIPM技術の収益性,安定性,省力性あるいは必
要とされる知識水準,技術転換に伴うさまざまなコストを

踏まえ実用化が可能な活用場面の探索が必要である。今後

は「おとり作物J等の生物防除手段の特性を技術的,経営
的に整理し,気温,雨量,土壌,作型等を含めた農家が活

用できる技術導入可能性の適地マップの作成が有効と考え

られる。

(4)防除技術としての先進性からIPMを基本とした減

農薬栽培技術の普及を推進するには,マニュアル作成と提

供及び継続的な改訂作業をできる体制作りが不可欠である。

経営経済的な視点も含めた主要な複数の病害虫を対象とし

た普及性の高い技術として確立するため,さ らに多分野に

わたる研究の総合化を図る必要がある。
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